






























は、イギリス地方行政 1に関する「大きな社会 (Big Society) 」政策の一環として
「地域主義 (Localism) 」を掲げ、2011年地域主義法（Localism Act 2011）を制定し
た。そして同法 1条においては、自治体（local authority）に対して、新たに、広
範な自主行政権の行使を可能とする「自治体の権能に関する包括的権限（general 
power of competence：同権限はイギリスにおいてもgeneral powerと略称されて
いるため、以下、単に包括的権限と呼称する）」が授権された。
　イギリスの自治体（local authority）は、従来から、1972年地方行政法（Local 
Government Act 1972）111条による付随的権限、2000年地方行政法（Local 













なる行為をも行う権限（power to do anything that individuals generally may do）、
すなわち包括的権限（general power）を授権する（s.1 (1)）。そして、ここでい












2　包括的権限を授権される自治体とは、イングランドにおける county council, district 
council, London borough council, the Common Council of the City of London in its capacity 
as a local authority, the Council of the Isles of Scilly、及び本条に関連する国務大臣の命























3　この点、2011年地域主義法案の解説ノート（Localism Bill 2011 Explanatory Notes）では、
自治体が包括的権限に基づき何らかの行為をなす場合、そのスタート地点は、当該
権限行使の方法に関する制約は存在すべきではないというものであると説明されて




5　HC Deb 17 January 2011 col. 558., HM Government, The Coalition: Our Programme for 






















6　Local Government Act1933, Local Government Act1972 s.1 ( 9 )~(11)., 長内祐樹「イギリ
スにおける近代的地方自治理念とその歴史的展開」早稲田大学大学院法研論集125号
（2008年）29頁～ 58頁参照。




















ンシルの当該行為が権限内の行為(intra vires)であるとされた事例（Attorney General 






れる行為であるとされた事例（R v Greater London Council ex p. Westminster CC [1984] 
Times, 27 December.）などがある。
10　Nottinghamshire C.C. v Secretary of State for Environment [1986] AC 240., Bromley 




















を通じて行ったレイトスワップ取引の適否が争われた事件（Hazell v Hammersmith 




















であり違法であるとした（R v. Richmond upon Thames London Borough Council, ex p. 














する権限 power of well-being）を授権する（s.2 (1)）。
　2000年地方行政法案の解説ノートによると、この福利に関する権限は、法令















12　Department of Environment, Transport and the Regions (DETR), Modern Local Government 
: In Touch with the People, Cm 4014 (HMSO,1998)., see also  Department for Communities 
and Local Government (DCLG), Strong and Prosperous Communities vol.1. Cm 6939- 1  
(HMSO, 2006).,　長内祐樹「現代イギリスにおける地方自治の変容　（一）、（二・完）」
早稲田大学大学院法研論集128号（2009年）83頁～ 107頁、129号（2009年）51頁～ 75頁。
13　Local Government Act 2000 Explanatory Notes at para15.( available at U.K. Government 
web-page, http://www.legislation.gov.uk/ukpga/2000/22/notes/contents )., Department for 
Communities and Local Government (DCLG), Statutory Guidance: Power to Improve or 














てJの請求が認容された事件（R v Enfield London Borough Council（ex parte J）[2002] 

















在する許可を得ているため、Immigration Asylum Act 1999上の入国管理権限に服す













が、Children Act 1989、及び2000年地方行政法 2条の福利に関する権限などに基
づく多様な扶助を受けることが原則禁止される一方（Nationality Immigration and 
Asylum Act2002(NIAA2002)（54条、別表 3第 1段落））、その例外として、欧州人
権条約上の権利の侵害を避けるために必要であれば、第 1段落の扶助排除規定は
適用されない旨が規定され（同法同別表第 3段落）、またその際の具体的な運用規
則において（Withholding and Withdrawal of Support (Travel Assistance and Temporary 















































則（Public Contracts Regulations 2006）47 ( 1 )に基づき被告自治体に課されている義
務を遵守しなかったことによって自己に生じた損害の賠償を求めており、この点
に関しては、被告自治体に対して、欧州司法裁判所（Court of Justice of the European 
Communities）によって確立された公契約に係る要件の適用除外（いわゆる“Teckal 
Exemption”）が認定されるか否かも争点となっている。本損害賠償請求に係るTeckal 
Exemptionの適用等に関しては、さしあたりP. Henry, Risk Management Partners v 

























16　Brent London Borough Council v Risk Management Partners [2009] EWCA Civ 490. per 
Pill L.J. at 116.
17　ibid. at 117., per Pill L.J..






















19　 Attorney General v Finsbury Borough Council [1939] Ch 892., Hazell v Hammersmith and 
Fulham London Borough Council [1992] 2  A.C., Credit Suisse v Alledale Borough Council 
[1997] Q.B. 306. 
20　R (on the application of Sainsbury’s Supermarkets) v Wolverhampton CC [2011] 1  Q.C. 
437. per Lord Walker at [82]., see also Hazell v Hammersmith and Fulham London Borough 
Council [1992] 2  A.C., per Lord Templeman at p.31., Credit Suisse v Waltham Forest LBC 
[1997] Q.B. 362. per Hobhouse L.J. at 379.
21　イギリスにおける自治体の財務会計行為に関する司法統制については、長内祐樹「自
治体に対する外部監査制度の法と仕組み（一）～（四・完）」金沢法学54巻 1号（2011
年）19頁～ 76頁、57巻 1号（2014年） 1頁～ 38頁、58巻 2号（2016年） 1頁～ 43頁、


























Jenkins, Learning from the past: achieving sustainable development in the reform of local 
government [2002] P.L. 130.）。なお、福利に関する権限の創設と、「持続可能な地域
戦略（Sustainable Community Strategy：SCS）」 、「地域戦略パートナーシップ（Local 











体に対して包括的権限（general power of competence）を授権する差し迫った必
要性が提唱されることとなる27。
24　このBrent事件控訴院判決を引用した事例としては、Barnsley MBC事件（R (Barnsley 

















大臣の判断を是認し、自治体側の請求を棄却した（per Foskett J. at 43-46.）。
25　[2011] 2  AC 34.
26　N. Dobson, General competence to restore vires confidence? (2010) 107 (12) Law Society 
Gazette 18., S. Whale, Well-being not so well (2012) E.L.G.L.B Aug, 9-10., A. Layard, The 
Localism Act 2011: what is ‘local’ and how do we (legally) construct is? (2012) 14( 2 ) 
Environmental Law Review 134, J. Stanton, Democratic Sustainability in a New Era of 
Localism (Abingdon: Routledge-Earthscan, 2014), Ch.4., A. Bowes J. Stanton, The Localism 








Department for Communities and Local Government 副大臣として同法の制定を主














28　Andrew Stunell at HC Public Bill Committee, 1  February 2011, col. 181.





J. in R (on the application of National Secular Society and Bone) v Bideford Town Council 





され（ A local authority has power to do anything that individuals generally may do.）
（s.1 (1)）、また、本条における個人（individual）とは、完全な行為能力を有する



















金徴収に関する制限規定（s. 3）に加え、同法 4条において、 包括的権限は、同
権限に基づいて自治体がなしうる行為が、営利目的以外の目的を有したもので
ある場合に限り、自治体が営利的活動を行うことを認めるものであるとされ

























































34　同旨 Layard op. cit. n. 26., at 136.
35　op. cit. n. 3., at para. 10.
36　Andrew Stunnell at HC Public Bill Committee, 1  February 2011, col. 176.
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37　同旨Layard op. cit. n. 26., at 136-137.
38　例えば、2011年地域主義法案の審議過程において、自治体の包括的権限行使司法に
よる統制に服さないであろうという提言はなされておらず、包括的権限も関連法令
上の制約に服する旨が規定されている（2011年地域主義法 2条・ 3条及び 4条）。ま
た、法案に付帯して公刊されたEquality Impact Assessmentは、包括的権限に関する
多くの関連法令上の制限を認識している（see Department of Communities and Local 
Government (DCLG), Localism Bill: General Power of Competence-Impact Assessment 
(2011).）。
















































限（the power of natural person）を有すること、またこの場合の自然人としての
国王の権限は、その代理人としての国務大臣によって行使されるものである
ことを前提に、国王の代理者としての国務大臣には、国会制定法上の明示的、
40　Wade & Forsyth ibid., pp.295-296., see also P. Craig, Administrative Law 8 th edn. (Sweet 
& Maxwell, 2016) pp.536-553.
41　Hale L.J.は「省庁が個人として活動する場合であっても、人が不公正ないし不合理
な活動をした場合と同様に、裁量権というものは、あらゆる状況下で公正に活動す
るべき義務を伴うものである」と述べている（R v Secretary of State for Health ex p. C 
[2000] 1  F.L.R. 627.per Hale L.J. at 31.）。see also R v Tower Hamlets LBC ex p. Chetnik 
Development Ltd.[1988] AC 858 per Lord Bridge at 872., Padfield v Minister of Agriculture, 
Fisheries and Food [1968] A.C. 997.






あるShrewsbury & Atcham BC 事件（Shrewsbury & Atcham BC v the Secretary of 
State for Communities and Local Government [2008] 3  All E.R. 548.）44において、
43　これは、一般にラム・ドクトリン（Ram Doctrine）と呼称される原理であり、近
年でも同原理の存在自体は肯定されている（HL Deb 25 February 2003 vol 645 The 
Parliamentary Secretary, Lord Chancellor's Department Baroness Scotland of Asthal.）。ラ
ム・ドクトリンに関してはさしあたりA. Lester & M. Weait, The use of Ministerial 
Power without Parliamentary Authority : The Ram Doctrine [2003] P.L. 415.参照。
44　本件は、国務大臣が1992年地方行政法に基づき、上訴人である自治体が存在する地
域を、 2層制の地方制度(two-tier system)から 1層制（unitary authority）へと変更する
提案を国会にしたことについて、これに反対する上訴人自治体が司法審査請求を
行ったが、高等法院が自治体の請求を棄却したため 、自治体が控訴院へ上訴した事
















































45　per Carnwath L.J. at 44, 48.















































望まないNational Secular Society 及びBone氏が、この慣行について、2006年平
等法、及び、欧州人権条約 9条、14条に不一致であり、また1972年地方行政
法111条の権限を踰越するものであるなどとして宣言的判決を求め司法審査請
求をした事案であるBideford Town Council 事件（R.(on the application of National 






























49　see O. Bowcott and S. Morris, Local councils have right to say their prayers (February 10, 






























されているように思われる。Basingstoke and Deane BCが、住居施設の促進ため、





















の決定に対して司法審査請求を行った事案であるGS事件（R. (on the application 
of GS) v Camden LBC [2016] EWHC 1762 (Admin).）においては、自治体による、
2014年法に基づくスキームによる申立人のケア及びサポートの適格性評価手
続、及び結論には違法性はないとされたが、他方でNationality, Immigration and 
Asylum Act 2002の別表 3の第 3段落及び、1998年人権法 6条を合わせ読むと、
自治体には包括的権限を行使する義務があるとして、申立人の請求が認容され
51　per Lindblom J. at [145].
52　したがって、例えば、地方行政においてしばしば問題となる、自治体が合意に基づ
き土地利用の利息を得ようとする際に、こうしたスキームが地域社会の福利に関係
することの例証を要件とするTown and Country Planning Act 1990 s.277(1)、及びs.226 
( 1 A) の仕組みを回避するために、当該行為を包括的権限に基づき行おうとした場
合にも、2011年地域主義法 2条(1)の重複制限規定は、こうした解釈を禁じるために
包括的権限を利用することを禁じるものとして適用されるということになろう（see 
also R (Barnsley MBC) v Secretary of State for Community and Local Government [2012] 


























53　R v Enfield London Borough Council（ex parte J）[2002] EWHC 432 (Admin) [2002] LGR 
390., R (Theophilus) v Lewisham London Borough Council [2002] EWHC 1371.
76　金沢法学63巻 1号（2020）
論　説
枠組みを維持しつつも、自治体に対して、目的や動機の妥当性を要さない個人
と同等の権能（制約のない裁量権）を授権しようとするものであった。
　そしてそれは、自治体は個別法で授権された権限のみを行使しうるという従
来の原則を、自治体は、法令によって禁じられない限り、いかなる行為をもな
しうるというかたちへと事実上転換させるものであるといえる。このように、
包括的権限の創設は、自治体の裁量権の性質や内容、及びその範囲を考える場
合の基本的視点の転換をもたらした点において、法理論上画期的なものであっ
たということは確かである。
　他方で、こうした法理論上の転換が、実際の自治体の自主行政権の拡充に対
して与える影響の度合いは、必ずしも大きなものとは言えないように思われる。
　確かに、包括的権限の創設は、Brent事件控訴院判決によって大幅に縮小さ
れた自治体の自主行政権の事項的範囲を再拡大した。また、自治体の営利的活
動についても、判例上、当該活動が営利的性格のものであること自体を理由と
して違法と判断するという姿勢がとられていないことから、こうした自治体の
営利的活動に対する司法統制を緩和させうる効果を伴っていると解される点に
も、同権限の実質的な有効性を見出すことができる。
　しかしながら、個人の制約のない裁量権とは異なり、包括的権限に基づく自
治体の裁量権の行使には、何らかの公益目的の存在が要されると考えられ、そ
の点においては福利に関する権限と基本的に同様である。したがって、自治体
が行った特定の行為が、一応、包括的権限に該当すると解されたとしても、次
に問題となる、包括的権限に対する関連法令上の制約規定の解釈を通じた司法
による統制密度が、福利に関する権限の場合と比較して緩和されていると言え
たとしても、それは、極論すれば、いわば程度の問題にすぎない。
　また、自治体の営利的活動の許容に関しても、そうした活動に対する立法府
による明示的な許容に対する司法裁判所の敬譲という文脈での説明が可能であ
る。加えて、自治体の財務会計行為に対し、伝統的に信託理論に基づき厳格な
統制を行ってきた司法裁判所が、包括的権限に基づく自治体の営利的活動に関
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して、（それが営利的性格を有していることのみを理由として違法とすること
はないとしても）従来通り厳格な司法統制を行う余地は依然として存在すると
考えられる54。
　こうしてみると、包括的権限が、自治体の自主行政権にもたらした実務上の
新規性は、その裁量権の事項的範囲を拡大させた点に限られるものであり、同
権限に基づく裁量権の内容的側面（司法による統制密度の緩和）に関して言え
ば、同権限に、従来の自治体の権限と比較して画期的な効果をもたらしたと評
価することはできない。それゆえ、少なくともこれまでのところ、包括的権限
が自治体の裁量権にもたらした実務上の効果は、同権限の理論的上の新規性と
は裏腹に、イギリス地方行政における自治体の自主行政権に関する、従来から
の漸進的な拡充の流れの一環として評価されるべきものにとどまっていると考
えられる。
　もっとも、本稿は電子データ55上の検索結果から、特に包括的権限の行使そ
のものが主たる争点となった事例のみを瞥見したものである以上、これをもっ
て同権限に対する司法統制の一般的傾向を見出すことができるわけではない。
現在の自治体の自主行政権をめぐる判例の傾向についてのより正確な理解を得
るためには、今後ともこの主題について検討を行う必要がある。
54　長内祐樹・前掲注（21）参照。また、Haringey LBC 事件高等法院判決も、自治体の本
件スキームが営利的活動であることそれ自体を理由として違法とする姿勢はとって
いないものの、他方で、本件スキームの主目的が利潤追求にあると判断された場合
には、当該スキームが違法となる余地を残すものであったともいえる。
55　包括的権限に係る判例検索のデータベースは、主としてWestlaw Nextを使用した。
